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第
六
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
が
国
内
に
お
い
て
」
を
「
の
恒
久
的
施
設
を
通
じ
て
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項

中
「
そ
の
者
の
国
内
に
お
い
て
行
う
事
業
に
帰
せ
ら
れ
る
も
の
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
」
を
「
、
所
得
税
法
第
百

六
十
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
に
該
当
す
る
」
に
、「
が
、
同
項
」
を
「
が
、第
四
項
」に
、「
所

得
税
法
」
を
「
同
法
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
中
「
若
し
く
は
主
た
る
事
務
所
」
の
下
に「
の
所
在
地
」を
加
え
、「
名

称
及
び
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
」
を
「
名
称
、
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特

定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
」
に
改
め

る
。第

八
条
の
二
第
二
項
中
「
所
得
税
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
」
を
「
恒
久
的
施
設

を
有
す
る
」
に
、「
そ
の
者
の
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
事
業
に
帰
せ
ら
れ
な
い
」
を
「
所
得
税
法
第
百
六
十
四
条

第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
に
該
当
し
な
い
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
所
得
税
法
第
百
六
十
四

条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
非
居
住
者
が
支
払
を
受
け
る
べ
き
も
の
を
除
き
、同
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
」

を
「
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
」
に
、「
そ
の
者
の
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
事
業
に
帰
せ
ら
れ
な
い
」
を
「
所
得
税

法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
に
該
当
し
な
い
」
に
改
め
る
。

第
八
条
の
四
第
三
項
第
四
号
中
「
及
び
第
九
十
五
条
」
を
「
、
第
九
十
五
条
及
び
第
百
六
十
五
条
の
六
」
に
、「
第

九
十
五
条
中
」
を
「
第
九
十
五
条
及
び
第
百
六
十
五
条
の
六
中
」
に
改
め
る
。

第
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
二
条
第
二
十
二
項
」
を
「
第
二
条
第
二
十
四
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
内

国
法
人
等
に
対
し
て
支
払
う
」
を
削
る
。

第
九
条
の
四
第
四
項
中
「
第
百
六
十
一
条
第
四
号
」
を
「
第
百
六
十
一
条
第
一
項
第
八
号
」
に
、「
又
は
第
五
号
」

を
「
又
は
第
九
号
」
に
改
め
る
。

第
九
条
の
四
の
二
第
一
項
中
「
収
益
の
分
配
」
の
下
に「（
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
支
払
を
受
け
る
も

の
に
あ
つ
て
は
、
法
人
税
法
第
百
四
十
一
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。）」
を

加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
そ
の
他
の
資
産
（
」
の
下
に
「
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
に
対
し
支
払
わ
れ
る
も

の
に
あ
つ
て
は
、
当
該
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。」
を
加
え
る
。

第
九
条
の
六
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
九
条
の
六

削
除

第
九
条
の
八
中
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
十
五
項
及
び
第
十
六
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
二
十
五
項
及
び

第
二
十
六
項
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
一
項
中
「
他
の
者
」
の
下
に「（
当
該
個
人
が
非
居
住
者
で
あ
る
場
合
の
所
得
税
法
第
百
六
十
一
条
第
一

項
第
一
号
に
規
定
す
る
事
業
場
等
を
含
む
。）」
を
加
え
、
同
条
第
六
項
中
「
平
成
二
十
六
年
」
を「
平
成
二
十
九
年
」

に
改
め
、
同
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

増
加
試
験
研
究
費
の
額
（
当
該
個
人
の
そ
の
年
（
平
成
二
十
一
年
以
後
に
事
業
を
開
始
し
た
個
人
の
そ
の
開

始
し
た
日
の
属
す
る
年
（
相
続
又
は
包
括
遺
贈
に
よ
り
当
該
事
業
を
承
継
し
た
日
の
属
す
る
年
を
除
く
。）を
除

く
。）の
年
分
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
上
必
要
経
費
に
算
入
さ
れ
る
試
験
研
究
費
の
額
か
ら
当
該
個
人
の
比

較
試
験
研
究
費
の
額
を
控
除
し
た
残
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）が
当
該
比
較
試
験
研
究
費
の

額
の
百
分
の
五
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
、
か
つ
、
当
該
試
験
研
究
費
の
額
が
基
準
試
験
研
究
費
の
額
を
超
え

る
場
合

当
該
増
加
試
験
研
究
費
の
額
に
百
分
の
三
十
（
増
加
試
験
研
究
費
割
合
（
当
該
増
加
試
験
研
究
費
の

額
の
当
該
比
較
試
験
研
究
費
の
額
に
対
す
る
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）が
百
分
の
三
十
未

満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
増
加
試
験
研
究
費
割
合
）
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額

第
十
条
の
二
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
前
項
」
を
「
前
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
前
条
第
三
項
又
は
第
五
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
の
同
条
第

十
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
第
五
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
次
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
」
と
、「
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
項
（
こ

れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）」
と
す
る
。

第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
第
一
号
ハ
を
削
り
、
同
号
ニ
中
「
イ
か
ら
ハ
ま
で
」
を
「
イ
及
び
ロ
」
に
改
め
、
同
号

ニ
を
同
号
ハ
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
供
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
」
を
「
供
し
た
当
該
エ
ネ

ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
及
び
ハ
」
を
削
り
、
同
条
第
七
項
中
「
又
は
」

を
「
及
び
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
三
第
一
項
中
「
平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
」に
改
め
、「（
第

三
項
」
の
下
に
「
及
び
第
五
項
」
を
加
え
、「
。
第
三
項
」
を
「
。
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
中
「
第
三
項
又

は
第
四
項
」
を
「
第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で
」
に
、「
並
び
に
」
を
「
及
び
」に
、「
第
十
条
の
三
第
三
項
及
び
第
四
項
」

を
「
第
十
条
の
三
第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、
同
条
第
九
項
中「
第
四
項
」

を
「
第
七
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
八
項
中
「
第
三
項
」
を
「
第
五
項
及
び
第
六
項
」

に
、「
同
項
」
を
「
こ
れ
ら
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
「
及
び
第
二
項
」
を
「
か
ら

第
四
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
第
一
項
」
の
下
に
「
及
び
第
三
項
」
を
加

え
、「
同
項
」
を
「
こ
れ
ら
の
規
定
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
お
け
る
」の
下
に「
第

五
項
又
は
第
六
項
に
規
定
す
る
」
を
加
え
、「
第
三
項
」
を
「
こ
れ
ら
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条

第
四
項
中
「
に
つ
き
」
の
下
に
「
第
五
項
又
は
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
同
項
」

の
下
に
「
及
び
第
三
項
」
を
加
え
、「
及
び
第
五
項
」
を
削
り
、「
次
項
」
の
下
に
「
及
び
第
七
項
」
を
加
え
、
同
項
を

同
条
第
五
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

６

第
一
項
に
規
定
す
る
個
人
が
、
特
定
期
間
内
に
、
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
で
そ
の
製
作
の
後
事
業
の
用
に
供

さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
を
取
得
し
、
又
は
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
を
製
作
し
て
、
こ
れ
を
国
内
に
あ
る
当
該

個
人
の
営
む
指
定
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
つ
き
同
項
、
第
三
項

及
び
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き
は
、
供
用
年
の
年
分
の
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
の
額
か
ら
、
政

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
指
定
事
業
の
用
に
供
し
た
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
の
取
得
価
額
の
合

計
額
の
百
分
の
十
に
相
当
す
る
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
税
額
控
除
限
度
額
」
と
い
う
。）を
控
除
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
個
人
の
供
用
年
に
お
け
る
税
額
控
除
限
度
額
が
、
当
該
個
人
の
当
該
供
用
年
の
年
分

の
事
業
所
得
に
係
る
所
得
税
額
の
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
供
用
年
に
お
い
て
そ
の
指
定
事
業
の
用

に
供
し
た
特
定
機
械
装
置
等
に
つ
き
前
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
供
用
年
の
年
分
の
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
の

額
か
ら
控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
を
控
除
し
た
残
額
）
を
超
え
る
と
き
は
、
そ
の
控
除
を

受
け
る
金
額
は
、
当
該
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
を
限
度
と
す
る
。

第
十
条
の
三
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

３

第
一
項
に
規
定
す
る
個
人
が
、
指
定
期
間
の
う
ち
産
業
競
争
力
強
化
法
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
九
十
八
号
）

の
施
行
の
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
（
第
六
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。）内

に
、
特
定
機
械
装
置
等
の
う
ち
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
該
当
す
る
も

の
（
以
下
こ
の
項
、
次
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
「
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
」
と
い
う
。）で
そ
の
製
作
の
後
事

業
の
用
に
供
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
を
取
得
し
、
又
は
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
を
製
作
し
て
、
こ
れ
を
国
内

に
あ
る
当
該
個
人
の
営
む
指
定
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
つ
き
第

一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き
は
、供
用
年
の
年
分
に
お
け
る
当
該
個
人
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、

当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
の
償
却
費
と
し
て
必
要
経
費
に
算
入
す
る
金
額
は
、
所
得
税
法
第
四
十
九
条
第
一

項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
償
却
費
の

額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
普
通
償
却
額
」
と
い
う
。）と
特
別
償
却
限
度
額
（
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等

の
取
得
価
額
か
ら
普
通
償
却
額
を
控
除
し
た
金
額
に
相
当
す
る
金
額
を
い
う
。）と
の
合
計
額
以
下
の
金
額
で
当
該

個
人
が
必
要
経
費
と
し
て
計
算
し
た
金
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
の
償
却
費
と
し
て

同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
必
要
経
費
に
算
入
さ
れ
る
金
額
を
下
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

４

第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
の
償
却
費
の
額
を
計
算
す
る
場

合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
項
中
「
そ
の
合
計
償
却
限
度
額
」
と
あ
る
の
は
、「
次
項
本

文
の
規
定
に
よ
り
必
要
経
費
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
償
却
費
の
限
度
額
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
十
条
の
五
第
一
項
中
「
平
成
二
十
六
年
」
を
「
平
成
二
十
八
年
」
に
改
め
る
。
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